
主目的 5 23 1

副目的

款 項 目 大 中

街路施設管理事業

会計区分 事業類型 法定受託系

内容

（手段）

事業番号 238

平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート平成25年度 事務事業評価シート

都市建設部

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

一般会計 担当課

事務事業名

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

担当部

8

根拠法令・個別計画 道路法

2

現在、整備を行っている街路等において、取得した用地等を適正に管理することを目的とす

る。

事業期間

道路整備を進める

1

平成１２年度以前

都市基盤

～

総合計画

分野別計画

予算区分

◆24年度実施内容

適正に事業用地を管理するため、除草業務の委託等を行った。

職員は、除草業務の委託設計及び監督業務を行った。

◆24年度直接経費の内訳

【委託業務内容】

草刈業務の委託費（1,498千円）

用地借上料等（1,046千円）

道路課

道路係

3

平成３０年度以降

道路

担当係

4

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円 0

（手段）

従事者数

3,178

Ｈ24決算額

0

106

0.000.00

0

3,178

0.02

要要要要

その他職員

人件費

対前年比

正職員

費用合計

159

0.03

2,871直接経費

無

0

従事者数

人件費

用地借上料等（1,046千円）

◆25年度直接経費の内訳

【委託業務内容】

草刈業務の委託費（1,500千円）

用地借上料等（1,572千円）

0

受益者負担

Ｈ22決算額 Ｈ25予算額

3,072

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

2,650

109.0

2,650

Ｈ23決算額

0.02

0.00

2,544

0.02

106

2,325

2,431

80.2

2,431

0

3,030

国・県支出金

0 00

財

源

119.9

00

その他財源

一般財源

0

費

用

0.00

3,030

106

千円 0 0 00その他財源



単位

目標

実績
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実績
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目標
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実績

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

平平平平

成成成成

２２２２

４４４４

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

草の繁茂は気候に左右されるため、長く伸びてから除草を行うため、除草が遅れるこ

とがある。

0

H24

H24

3

回

H25H22

3

0 0

0

0

238

成果指標名

市民の声等による市民

からの改善要望の回数

活動指標名

除草回数

H22

3

3

3

H25

2

事業番号

H23

回

0

H23

事業の

達成状況

事業用地の現状を適正に把握した結果、適正に事業用地を管理することができた。

0

2

平平平平

成成成成

２２２２

５５５５

年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２５年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

２６年度以降

の改善案

事業中の現場を常に把握し、効率的かつ効果的に除草業務を発注し、市民生活の良

好な環境を保ち、市民からの改善要望等を受けないように、着実に実施していく。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

現在の実施手法について、市民からの改善要望等はなく、委託により実施することが

効率的あると考えるため、現行の管理体制で継続していく。

判定理由

維　持

維　持

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

効率的かつ効果的に除草業務を発注し、早期に対応をしていく。

判　定　理　由

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

平平平平

成成成成

２２２２
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年年年年

度度度度

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

方向性の判定

方向性の判定

除草業務は事業用地の適正に管理するために必要である。そのため、事業の縮小・

廃止した場合、枯れ草等による火災等、不法投棄の恐れがある。

事業を縮小・

廃止したときの

影響


